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はじめに

本年５月１日、ＪＲ九州の歴史と共に歩んできた「平成」という一つの時代が終わり、

「令和」という新たな時代に入りました。この間、国鉄改革の目標としてきた「株式上場」

を 2016 年 10 月に達成することが出来ましたが、発足当初の大変厳しい経営状況を考え

たとき、誰もが想像すらしなかった上場を果たすことができたことは、ＪＲ九州が基幹

産業である鉄道の収益改善を推し進める一方、関連事業の積極的な展開等に取り組んで

きた成果であると共に、会社経営を積極的に支えてきた組合員の協力と懸命な努力があ

ったからに他ありません。

こうしたＪＲ九州の発展を支える「人材」への投資は、企業にとっても労働組合にと

っても最優先されなければならない課題であるとの認識に立ち、私たちＪＲ九州労組は、

発足以来労働者の雇用の確保を前提として、賃金をはじめ、諸労働条件の向上に向け積

極的に取り組んできました。

こうした中、私たちは、ＪＲ九州が明確に株式上場の実現を明らかにしたことを受け、

2014 年７月に開催した「第 23 回定期大会」において、今後５年間の到達目標と株式上

場を展望とした目標としての中期労働政策ビジョン「チャレンジ 2018」を策定し、そ

の実現に向けて労使協議を中心とした取り組みを通じ、ビジョンに掲げた目標を実現し

てきました。

「チャレンジ 2018」の取り組みにおいては、５年連続となるベースアップによる賃金

水準の向上やパートナー社員（地域社員）の無期雇用転換制度の導入、次世代育成支援

制度の確立、嘱託再雇用者の労働条件改善など株式上場までの目標を中心に一定の成果

を得ることができました。しかしながら、まだまだ未達成の目標も多く残っており、今

後の課題として残りました。

私たちは、こうした状況を受け、第 26 回定期大会以降「チャレンジ 2018」に代わる

新たな労働政策ビジョンを策定するべく、中期労働政策ビジョン検討委員会を中心に議

論を深めると共に、総対話集会やアンケート等による意見集約ならびに討議を積み重ね

てきました。

策定した新たな中期労働政策ビジョン「チャレンジ 2023」は、激変する社会情勢や

会社情勢等を考慮し、ＪＲ連合が策定した「中期労働政策ビジョン（2019 ～ 2023）」の

動向にも注視し、「チャレンジ 2018」の到達状況や残された課題等を総括したうえで、

職場の働き方改善提言の具現化、既に到来している第４次産業革命への対応などを盛り

込んだ構成としており、「安全の確立」「ワーク・ライフ・バランス」「賃金制度・雇用

制度」「豊かな生活・働き方改善」の４つの視点からの提言を行い、2019 年度から 2023

年度までの５年間の中期目標を掲げるほか、ＪＲ九州労組が最終的に目指すべき将来ビ

ジョンについても明示しています。

ついては、ＪＲ九州労組に加入する全ての組合員が、本ビジョンの趣旨や課題認識、

及び目標を共有化すると共に、やりがいをもって業務に精励できる制度・環境の創出に

向けた取り組みを強く要請します。その結果として、将来に亘りＪＲ九州労組に集い働

く者にとって、魅力あふれる労働組合であり続けることが可能となることを確信し、提

言するものです。
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Ⅰ　取り巻く情勢の特徴

１　日本を取り巻く環境
⑴　超少子高齢化社会への突入

日本の総人口は、2008 年の１億 2,808 万人をピークに減少に転じました。2017

年には１億 2,671 万人となり、65 歳以上の高齢化率は 27.7％と予想されています。

一方、合計特殊出生率は、2017 年に 1.43 となり、2005 年の 1.26 から回復基調

にありますが、人口維持に必要とされる 2.08 には遠く及ばない状況です。

今後も日本の人口は減少していく見込みであり、本ビジョンの最終年度（2023 年）

には 2017 年と比較して 300 万人程度の減少が想定されています。また、その後も

減少傾向は継続し、2030 年には１億 2,000 万人を下回り、高齢化率も 31％強へと

高まる見通しとなっています。

労働力人口を見ると、2017 年は 6,720 万人と若干増加しており、特に女性の増

加が目立っています。しかし、今後、労働力人口も減少する見通しであり、2030

年には 6,050 万人程度になると予想されています。

今後 10 年余りで労働力の急速な減少が見込まれていることから、女性や高齢者、

外国人といった多様な人材の活躍が重要になるとともに、ＡＩ、ＩｏＴを活用した

働き方の見直しも必要な課題であると言えます。

⑵　第四次産業革命の到来

第四次産業革命は、一般的にはＡＩやＩｏＴを用いて起こる製造業の革新と言わ
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れており、日本にあてはめると「モノのインターネット」と呼ばれています。あら

ゆるものがインターネットと繋がり情報交換することで、相互に制御するシステム

と捉えることができます。

人工知能がインターネットから様々な情報を入手・分析し、人間に代わって判断

し行動する事が可能となる社会がすでに始まっています。例えば、お掃除ロボット

やホテルの受付ロボットなど、すでに身近となっている技術も少なくはありません。

また、これら技術革新により、様々な働き方の見直しも可能となっており、テレワ

ーク等はその代表例ではないでしょうか。

第四次産業革命と言えば、機械化・自動化といったフレーズが先行しますが、鉄

道の自動運転をはじめ、様々な機械化・自動化が可能になると想定できます。この

事により、業務の機械への置き換えが想定できますが、先述した人口減少・超少子

高齢化時代への突入により働き手が不足していく中においては、避けて通れるもの

では無いものと考えられます。

また、女性労働者や高年齢者などから多く聞かれる体力的な差を埋めるための方

策として、新技術による重労働からの解放など、第四次産業革命と上手に付き合う

ことで、私たち労働者がより高い報酬を享受し、より働きやすい環境が構築できる

よう努める必要があります。

２　政治・経済界の動向
⑴　景気の動向

日本経済は 2012 年 11 月を底に緩やかな回復基調を継続し、2019 年１月には景

気の拡大期間が 74 箇月に達し、高度成長期の「いざなぎ景気」を超え、戦後最長

となりました。しかし、2019 年３月の景気動向指数からみた国内景気の基調判断

は「景気後退の可能性が高い」ことを示唆する「悪化」となりました。

2018 年７～９月期までの実質ＧＤＰ成長率は、相次いだ自然災害の一時的な要

因により、前期比年率でマイナスとなりましたが、2018 年度の実質成長率は 0.6％

増となり、伸びは小さくなっているものの４年連続のプラスとなりました。

政府は、雇用情勢や企業収益などが堅調であるという判断のもと、「国内景気に

ついては緩やかに回復している」との認識を維持していますが、総括判断では「弱

さが続いている」としています。

また、2018 年９月に始まった米中貿易摩擦は世界経済に影響しており、激化す

れば国内景気の不安定化に繋がる懸念が高まるなど、先行きは極めて不透明と言え

ます。

⑵　働き方改革関連法

政府は 2016 年９月、働き方改革実現会議を設置し、長時間労働の是正や非正規

雇用者の処遇改善、柔軟な働き方等について議論を行ってきました。また、2017

年３月には働き方改革実行計画が策定され、時間外労働の上限規制や同一労働同一
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賃金の実現に向けた労働基準法改正等が盛り込まれ、働き方改革関連法は 2018 年

６月に成立し、2019 年４月から順次施行されることとなりました。

連合は、時間外労働の罰則付き上限規制や雇用形態間における不合理な格差の解

消に向けた同一労働同一賃金の法整備などを評価する一方、長時間労働を助長しか

ねない高度プロフェッショナル制度の創設については遺憾の意を表明しています。

労働時間に関する法改正では、時間外労働の上限規制が導入され、特別条項付き

の 36 協定を締結した場合でも、年 720 時間以内、休日労働を含めて月 100 時間未満・

２～６箇月のいずれの平均も 80 時間以内などが条件となりました。これに関して、

ＪＲ九州労組は、2018 年６月に改正法の範囲内となる 36 協定を締結しています。

また、年次有給休暇の確実な取得を促進するため、10 日以上の年次有給休暇を

付与される労働者を対象として、年５日を取得させることが罰則付きで義務化され

たほか、勤務間インターバル制度の普及促進やフレックスタイム制度の清算期間の

拡大等も 2019 年４月から施行されました。

同一労働同一賃金に関する法改正では、正規社員と非正規社員の不合理な待遇差

の解消を目指した法整備が行われ、2018 年 12 月には政府が「同一労働同一賃金ガ

イドライン（案）」を公表し、これに基づき「短時間・有期雇用労働者及び派遣労

働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針」を策定しました。

指針では、正規社員と非正規社員との間で、基本給や諸手当、賞与等の個別の処

遇において差が生じる場合の不合理性を判断する基本的な考えが示されています。

ＪＲ九州労組において、地域社員は全員が無期雇用契約となったことから、法律

上では正規社員に該当することとなりましたが、改正法の趣旨に基づいた同一労働

同一賃金の実現が求められています。

一方、嘱託再雇用社員については、有期雇用契約であるため非正規社員に該当し

ますが、後述する司法判断を踏まえ、均衡待遇規程における「その他の事情」とし

て考慮されることとなりました。
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【春季労使交渉・労使協議の手引き2019年版（経団連出版）】

【春季労使交渉・労使協議の手引き2019年版（経団連出版）】
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⑶　労働法に対する司法判断

最高裁判所は 2018 年６月１日、期間の定めがあることによる不合理な労働条件

を禁止した労働契約法第 20 条（働き方改革関連法の施行に伴い廃止）に関連した

訴訟に対する判断を示した中で、正規社員と非正規社員との賃金格差が不合理かど

うかは、賃金項目（超過勤務手当、通勤手当、賞与等）毎に個別に判断すべきであ

るとの判断を示しました。

また、定年退職後に再雇用された者について、業務内容や責任の程度、配置転換

の範囲が定年退職前と変わらないにも関わらず賃金が低下する件に対しては、老齢

厚生年金の支給が予定されていることなどが「その他の事情」に該当するとして、

正社員との賃金格差は事実上容認されました。

３　労働界の特徴
⑴　労働者の多様化（高年齢者、女性、外国人）

先述したとおり、超少子高齢化、人口減少等の要因により、日本における労働力

の確保が喫緊の課題となっています。そのような中、高年齢者の活用策として、定

年退職後に再雇用を行うケースは一般的となってきました。

また、育児支援等の施策も十分とは言えないながら拡大されており、女性の社会

進出も目立ってきています。

さらに、日本人労働者のみでは国内の労働力を確保できないことから、外国人労

働者の増加も目立っています。

⑵　働き方の多様化

労働者の多様化により、働き方にも多様化が求められるようになってきました。

社会ではフレックスタイムやテレワークは常識的な制度となりつつあり、仕事と

生活の両立を図るためには避けることの出来ない標準的な制度となることは時間の

問題です。

また、転勤範囲を限定し、その代わりに賃金等の労働条件が低位となるような地

域限定社員も多くの企業で導入されるなど、雇用の多様化も図られており、仕事と

生活を両立させるために求められる労働条件は賃金のみに限らず、勤務地や休日・

勤務形態にまで及んでいます。

従前の日本企業において労働者とは、新卒の日本人男性を長期間雇用する事が常

識でしたが、現在は中途採用も多く、男女国籍を問わない労働者が容易に転職でき

る環境にあり、私たちもこれら労働環境の変化を理解しておく必要があります。

⑶　非正規労働者の増大

日本における雇用者数は、2005 年から 2015 年までの 10 年間でおよそ 300 万人

が増加していますが、その内容については正社員が約 60 万人減少（５％減）、非正

規社員が 350 万人増（５％増）となっています。
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４　ＪＲ九州の動向
⑴　大規模災害からの復旧・復興

平成 28 年熊本地震、平成 29 年７月九州北部豪雨をはじめ、相次ぐ台風の襲来な

どにより、近年例に見ない大災害に見舞われる機会が多くなりました。

ＪＲ九州管内では、豊肥本線及び日田彦山線において、長期間に渡る不通が続い

ており、地域社会の公共交通を担う観点からも早急な復旧が求められていますが、

思うように進まないのが実態です。

鉄道軌道整備法の改正により、黒字の鉄道事業者であっても、線区単位での赤字

等特定の条件を満たせば国や自治体からの支援を受けることが可能となりましたが、

自治体の理解をはじめとする課題が残っている実態です。

⑵　九州新幹線西九州ルートの整備促進

九州新幹線西九州ルートの整備については、2022 年度の部分開業に向けて準備

が進んでいるところですが、新鳥栖～武雄温泉間の整備方式や費用負担、自治体の

理解等について課題が明らかとなっています。

ＦＧＴの導入は断念することとなりましたが、当初予定した整備費用が膨大に膨

れ上がったことから、整備費用の一部をＪＲに負担させる案が出されたほか、一部

区間の単線での整備やミニ新幹線の導入などの話なども浮上しています。

さらに、新幹線の整備費用の一部は自治体が負担することとなっていますが、関

係自治体の十分な理解が得られておらず、全線開業に向けた課題は山積している状

況です。

【春季労使交渉・労使協議の手引き2019年版（経団連出版）】
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⑶　ＪＲ九州グループ　中期経営計画 2019‐2021

会社は、今後、経営環境が大きく変化していくことを踏まえ、2030 年長期ビジ

ョンを示すとともに、３箇年の中期経営計画を策定しました。本中期経営計画にお

ける経営数値目標は、営業収益は増益を計画するものの、後述する経営支援策の廃

止や減価償却費の増により、営業利益は減益の計画となっています。

特筆すべきは、経営基盤を強化するため、生産性の向上として、新技術の導入に

よる効率化・省人化を推進する方針が示されており、労働組合としては慎重に対応

していく必要があります。

一方、人づくりの視点では、働きやすさの追求、働きがいの創出として、長時間

労働抑制、社員待遇改善、多様な働き方を支える制度づくり等、私たちがこれまで

求めてきた働き方の見直しが示唆されており、これらの実現に向けて、労使協議を

中心にしっかりと取り組んでいく必要があります。

⑷　その他

①　経営支援策

会社発足以降、様々な経営支援策を受けてきましたが、2016 年の株式上場に

伴い、税制特例が 2018 年度末で終了しました。

また、新車特例やバリアフリー関連の減税等に関しては引き続き恩恵は受けて

いるものの、それぞれ時限立法となっていることが経営に対する不安要素となっ

ており、これら支援策の継続又は恒久化を求めていく必要があります。

②　減損会計処理の影響

2015 年に行った減損会計処理により、会社が本来計上すべき費用（減価償却費）

が大幅に減額されている状況にあります。このため、最近の経営成績は本来の数

値を示せておらず、経営状況の確認が容易ではない状況にあります。

減損会計処理の影響は、今後も 10 年以上に渡り続くこととなりますが、その間、

毎年減価償却費が増加するため、経営成績の動向を特に注視しなくてはいけませ

ん。

Ⅱ　チャレンジ 2018 の振り返り

2014 年７月に策定した中期労働政策ビジョン「チャレンジ 2018」は、株式上場を

見据え５年間で達成すべき目標を示してきました。この間の労使協議により、様々な

成果を残す事が出来た半面、多くの課題を残してその役割を終えることになりました。

＜期中に得られた成果＞

１　パートナー社員の無期雇用転換制度の導入
⑴　全てのパートナー社員を地域社員とする無期雇用制度の実施
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⑵　病気休職、出向休職、待命休職、自己都合休職、公職休職、刑事休職の新設

⑶　懲戒（出勤停止）、試用期間（３箇月以内）の追加

⑷　基本賃金表の見直し

⑸　出向手当、出向特別手当の新設

⑹　地域社員の出向の取扱いに関する協定の締結

２　次世代育成支援制度の確立
⑴　育児短縮休暇（時短勤務）取得者の期末手当における期間率算定方法の見直し

⑵　効績章表彰における育児休職・介護休職取得者の勤続年数の見直し

⑶　育児休職期間の延長（３歳まで）

⑷　育児を行う社員等に係る始終業時刻の変更の適用条件の見直し（小学３年まで）

⑸　育児を行う社員等に係る短時間勤務の対象者の拡大（全体化）

⑹　育児・介護を理由に退職した社員を対象とした再雇用制度の新設

⑺　パートナー社員（地域社員）の扶養手当の新設

⑻　育児・介護休職の取得対象者の拡大（１年未満の地域社員）

３　組合員の心身の健康増進対策強化
⑴　すべてのハラスメントに対応した「ハラスメント相談室」の設置

⑵　定期健康診断時における血液検査等の受診対象者の見直し

⑶　空調服の導入

⑷　人間ドックの受診対象医療機関の拡大

４　福利厚生制度の充実
⑴　北九州地区への女性寮の設置（小倉寮において女性用フロアの設置）

５　パートナー社員（地域社員）の福利厚生制度の充実
⑴　出産祝金の新設

⑵　退職慰労金の新設

⑶　結婚祝金の見直し

⑷　慶弔見舞金の適用範囲の拡大（１年未満の地域社員）

⑸　自社線のＳＵＧＯＣＡ職務乗車証交付対象者の拡大（１年未満の地域社員）

６　労働時間の短縮・年間休日数の増
⑴　特別休日の増（58 日）

⑵　乗務員勤務制度等の一部改正（乗務員の労働時間の減）

７　多様な働き方の導入
⑴　要介護状態にある家族を介護する者の所定時間外労働等の免除
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⑵　要介護状態にある家族を介護する者の始終業時刻の変更

⑶　乗務員区所における育児行路・高年齢者行路の作成

⑷　フレックスタイム制の新設

８　休暇制度の拡大
⑴　不妊治療休暇（無給）の新設

⑵　半休の使用事由の撤廃

⑶　看護休暇の使用単位の見直し（半日単位を可とする）

⑷　介護休暇Ａの取得期間の延長（３年まで）

⑸　介護休暇Ｂの使用単位の見直し（半日単位を可とする）

⑹　積立保存休暇・保存休暇の使用事由の拡大

⑺　パートナー社員（地域社員）に対する積立保存休暇の新設

⑻　パートナー社員（地域社員）の休暇の見直し（無給休暇を有給休暇に変更）

①　結婚する場合（３日を超えて５日まで）

②　生後満１年に達しない生児を育てる女性が育児時間を請求した場合

⑼　年休付与日数等の見直し（入社時年休付与日数 10 日→ 15 日等）

⑽ 配偶者が出産する場合の有給休暇の新設

⑾ 年休の時季指定義務（５日）

９　賃金水準の向上（55歳ポイントを除く）
⑴　賃金改定（ベースアップ）

①　2014 年度（2015 春闘）社員 300 円、嘱託再雇用社員 200 円、ＰＳ社員 200 円

②　2015 年度（2016 春闘）社員 500 円、嘱託再雇用社員 300 円、ＰＳ社員 300 円

③　2016 年度（2017 春闘）社員 300 円、嘱託再雇用社員 200 円、ＰＳ社員 200 円

④　2017 年度（2018 春闘）社員 300 円、嘱託再雇用社員 1,200 円、地域社員 200 円

⑤　2018 年度（2019 春闘）社員 300 円、嘱託再雇用社員 200 円、地域社員 200 円

⑥　ベースアップの実施に伴う嘱託再雇用社員の期末手当Ａの基準額の見直し

⑵　診療情報管理士に対する技能手当（2,000 円）の新設

⑶　休診日急患対応担当者指定料の支給対象に薬剤師を拡大

⑷　日直・宿直手当の増額

⑸　パートナー社員（地域社員）への緊急呼出手当の新設

⑹　別居手当の認定条件の見直し

⑺　指令長手当の新設

⑻　地域社員（医療）の基本賃金表の見直し

10　57 歳以降の基本給支給率の見直し（２段落ちの解消）
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11　育児休職・介護休職取得者の仕事給昇給欠格条項適用除外

12　嘱託再雇用制度の労働条件改善
⑴　慰労金の新設

⑵　保存休暇の新設

⑶　期末手当Ａにおける基礎額の算出方法の改善

13　その他
⑴　パートナー社員（地域社員）を対象とする社員採用試験の年齢制限の撤廃

⑵　介護休職の分割取得（３回まで）

⑶　兼務者に対する自由席特急券代用証の交付

⑷　定期健康診断時に医学適性検査を受診する場合の勤務の取扱いの見直し

⑸　財形貯蓄の加入対象者の拡大

⑹　地域社員の業務災害補償等の見直し

⑺　地域社員及び嘱託再雇用社員の期末手当の支払い範囲の拡大

＜具体的な目標への到達状況＞

　※　凡例　・・・　〇＝目標達成、△＝前進はするも目標は未達、×＝前進せず

１　ゆとり・豊かさを基軸とした中期労働政策の実現に向けて
⑴　新ビジョンで達成すべき目標
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⑵　株式上場までに達成すべき目標

２　賃金水準の中期目標達成と安心して働く事のできる雇用制度の充実に向けて
⑴　新ビジョンで達成すべき目標

⑵　株式上場までに達成すべき目標
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＜チャレンジ 2018 の総括＞

私たちは、2014 年７月に開催した第 23 回定期大会において、今後５年間の到達目

標と株式上場を展望した目標として中期労働政策ビジョン「チャレンジ 2018」を策

定し、その実現に向けて労使協議を中心に取り組んできました。

その結果、地域社員（パートナー社員）の待遇改善としては、無期雇用転換制度を

法規制より１年早く実現したほか、要望の多い自己都合休職をはじめとする休職制度

の新設、出産祝金や退職慰労金、結婚祝金の新設・見直し、積立保存休暇の新設や結

婚休暇等の見直し、社員採用試験の年齢制限の撤廃など、多くの成果を勝ち取ること

ができました。また、2019 春闘では、基本賃金表を大幅に見直しており、この５年

間で大きく前進したと言えます。

一方、地域社員の福利厚生制度について、特に声の大きい住宅援助金制度の新設が

前進しませんでした。住宅援助金制度は、寮や社宅に居住する組合員と、賃貸住宅や

持ち家に居住する組合員との差を解消する制度であることから、地域社員の寮・社宅

への入居と合わせて求めてきましたが改善することはできませんでした。

育児・介護に関連する制度の見直しについては、私たちの提言通り、育児休職・介

護休職取得者を仕事給昇給の欠格条項から除外することができたほか、効績章表彰に

おける勤続年数の見直し、育児休職期間や始終業時刻変更の適用条件の延長、短時間

勤務の対象者の全体化・取得対象者の拡大、介護休職・介護休暇の見直しなど、総じ

て前進することができました。

重大な懸案事項である高年齢者の賃金制度については、57 歳以降の基本給支給率

を見直し、これまで 55 歳以降で２段階の賃金減額となっていたところ、55 歳のみの

１段階に改善することができましたが、55 歳時点での基本給支給率は改善すること

が出来ませんでした。

また、嘱託再雇用制度においてもベースアップ以外の基本給の見直しを行うことは

出来ませんでしたが、期末手当Ａの基準額の算出方法を改善することができました。

匿名性に優れた相談窓口の設置については、全てのハラスメントに対する相談窓口

としてハラスメント相談室を設置することが出来ましたが、匿名性に優れているかと

いう点で若干の疑問が残りました。

年間休日数については、法改正により山の日が祝日として新設された事を機に、特

別休日を１日増やし、年間休日数を 110 日とすることが出来ました。しかし、株式上

場までに３日増の 112 日、５年間で 113 日とした目標には届きませんでした。特に、

2019 年度は天皇退位に伴う大幅な祝日増があり、これを機会と捉えて休日増を検討

するよう英断を迫りましたが実現には至りませんでした。

年間総労働時間 1,800 時間への到達に向けて、私たちは休日増を中心とした方策で

の実現を訴えてきましたが、現行 1,900 時間を超える所定労働時間については、１日

増された休日により７時間 35 分程度の短縮に止まりました。一方、乗務員について

は１日平均労働時間が他の職種と比べて短いことから、あと一歩で所定労働時間が
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1,800 時間程度となる水準となっています。

多様な働き方の導入については、試行導入ではあるものの、一部箇所においてフレッ

クスタイム制が導入されることとなりました。今後は、同制度の拡大に向けて課題の

抽出とその解決に努めるほか、他社事例を研究して提言に反映させるなどの取り組み

が必要です。

賃金水準の向上については、若年層を中心に向上しているものの、高年齢者層にお

いて若干の低下が見られており、改善が急務となっています。2007 年度に導入した

現行の賃金・人事昇進制度においては、若年層の賃金を上積みし、その分、高年齢者

層の賃金を抑制する考えでしたが、少なくとも月例賃金で必要生計費を賄える水準ま

で高める必要があります。

全年齢層での必達目標賃金への到達については、高年齢者層を除く年齢層で到達す

る傾向にありましたが、最近の春闘情勢により必達目標賃金も上昇している中、ＪＲ

九州の賃上げが世間水準に追いついていないことから、2018 年度の賃金実態調査で

は 40 歳ポイントのみが到達する状況に後退しました。

年金制度の変更に伴う定年年齢の引き上げについては、安定した雇用を確保するこ

とで安心して働くことができる雇用環境を求めてきましたが、改善には至りませんで

した。

居住施設の整備や持ち家制度の支援拡大について、寮・社宅のリニューアル等は若

干進んではいるものの、未だに多くの不満の意見が出されています。また、会社都合

による転勤により単身赴任となった場合の二重生活に対する支援や転居に伴う賃貸住

宅の解約金等に対しての支援制度については、改善することが出来ませんでした。

現行の退職手当制度は、18 歳で入社した場合、55 歳で退職手当支給率が頭打ちと

なる旧雇用制度が基準となっている事を指摘し、長く働いたメリットを享受できるよ

う見直しを求めたほか、退職手当を抑制する第二基本給を廃止し、退職手当額を低下

させないよう要請してきましたが、改善には至りませんでした。雇用制度に見合った

退職手当制度に改善していくことで、組合員がＪＲ九州に長く勤めて良かったと思え

るよう改善する必要があります。

都市手当については、地域の物価差を解消する制度ですが、地域の物価差が影響す

る居住地に対して支払われるべきであること、また、九州島内において地域の物価差

は大きくなく、生計費を参考にすれば地方都市の方が高額となっている事などを主張

してきましたが、見直しには至りませんでした。

以上のように、この５年間では改正労働契約法の早期適用、休暇制度の拡大と運用

改善、多様な働き方の導入などといった成果を得る事ができましたが、一方で多くの

課題を残すこととなりました。

私たちは、この結果を真摯に受け止め、今後も組合員の待遇改善に努めていく必要

があり、新しい中期労働政策ビジョンのもと、チャレンジ 2018 で残された課題を引

き続き解決する取り組みが求められます。

この５年間で、社会情勢も大きく変化しました。
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超少子高齢化・人口減少社会の到来は、チャレンジ 2018 策定当時の想定通り着実

に進行しており、昨今は労働力不足が社会問題として大きく取り上げられるようにな

りました。女性の社会進出も躍進しましたが、それだけで労働力を確保することは難

しく、外国人労働者に頼りながら、何とか耐え忍んでいる状況と言えます。

また、加速するＡＩ・ＩｏＴ技術の発展により第四次産業革命が始まり、社会の働

き方は大きく変貌をはじめました。自動車産業では、自動運転技術が現実味をおびて

きたほか、ＪＲ産業でも山手線で自動運転の実証実験がはじまりました。ホテル業界

ではロボットがフロント業務を行い、掃除機をはじめとする家庭用電化製品にも自動

化技術が普及するなど、自動化・無人化の動きがかつてない勢いで進んでおり、人口

減少社会に適合した構造転換が強く求められています。

さらに、働き方改革関連法の施行に代表されるように、社会の中でも働き方や労働

条件に対する注目が集まっています。長時間労働に起因する不幸なニュースが働き方

見直しの発端となりましたが、非正規社員の増大や年金制度の変更による高年齢労働

者の増などから発した労働紛争に最高裁判所の判断も示されてきました。これらを踏

まえ、長時間労働の是正や同一労働同一賃金をキーワードとした働き方の見直しが推

進されてきましたが、一方で、長時間労働を助長する恐れの高い高度プロフェッショ

ナル制度が創設されました。今後、各企業は働き方改革関連法や最高裁判例に基づい

た働き方の整備・見直しが求められますが、引き続き労働者の視点に立った提言を訴

えていく必要があります。

チャレンジ 2018 は、第 28 回定期大会をもってその役割を終えることとなりますが、

今後もＪＲ九州労組の組合員全員が目標を共有し、その実現に向けて一丸となって取

り組む必要があります。新しい中期労働政策ビジョンにバトンを託し、新しい時代の

中で組合員のニーズに合った労働条件・働き方が実現できるよう、より一層の団結強

化を要請し、チャレンジ 2018 の総括とします。

Ⅲ　職場の働き方改善提言の具現化

2017 年７月に策定した「職場の働き方改善提言」は、株式上場を実現し新たなスター

トに立ったことを機に、改めてＪＲ九州における年齢構成や需給状況、職場環境など

を様々な角度から見つめなおし、私たちの目指す働き方を提言しました。

2017 年度には、「早急に取り組む課題」と「中長期的に取り組む課題」に整理を行い、

早期課題についてはただちに労使協議に反映するなどして取り組んできました。

一方、中長期課題については、新しい労働政策ビジョンの中で実現に向けて取り組

むこととし、本ビジョンにおいて具体的な目標を設定することとなっています。

なお、職場の働き方改善提言から本ビジョンに付託された中長期課題の考え方は以

下のとおりです。
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１　同一労働同一賃金（均衡・均等待遇、不合理な格差の解消）
同一労働同一賃金については、2018 年６月の最高裁判例において有期雇用・無期

雇用を対象とした考えが整理されましたが、ＪＲ九州労組が求めている 55 歳以降の

待遇改善、嘱託再雇用者の待遇改善とは異なった判例となりました。そのため、法に

訴えて改善を進める事は困難ですが、法の趣旨を捉え、高年齢者や地域社員の待遇改

善、系統間格差の是正に向けた改善が必要です。

２　柔軟な働き方
仕事と家庭の両立、仕事と病気治療の両立など、組合員のニーズに合った柔軟な働

き方が求められていますが、ＪＲ九州においては、世の中において広く導入されてい

るフレックスタイムやテレワークの導入が著しく遅れており、ＪＲ他社の実績も踏ま

え、これら制度を早期に導入するなど、柔軟な働き方の推進に資する取り組みが必要

です。

３　第四次産業革命への対応
ＡＩやＩｏＴを活用した技術革新は、組合員の働き方の見直しのほか、今後不足す

る労働力の代替としても注目されており避けては通れないものとなっています。「出

来るところから機械化を進める」「導入可能な新技術を模索する」といった考え方だ

けではなく、技術革新に対する基本的な考え方として「人が行うべき仕事と機械にま

かせていく仕事」を明確にすることで、組合員がより高い報酬を享受するとともに、

働き方の改善につながるよう、労働者と機械の共存を目指す必要があります。

４　配属・転勤
配属や転勤については、組合員の生活に大きな変化を与えることとなりますが、引っ

越しに必要な家財運送料等は支給されているものの、子どもの学校制服の買い替えや

短期間で転勤となった場合の賃貸住宅の違約金など、幅広く組合員をフォローし、安

心して転勤できる制度の実現が必要です。

５　通勤
職場の統廃合をはじめ、会社施策の推進により遠距離通勤を余儀なくされている組

合員も多く、やむを得ず退職する実態もあることから、遠距離通勤者を支援する制度

が必要です。現行のモニター制度は条件が厳しいこともあり、通勤制度の見直しも検

討する必要がありますが、自由に特急通勤を行う場合は、組合員の経済的負担も増加

する恐れがあり、モニター制度の改善と合わせた遠距離通勤制度の実現など、通勤支

援制度の充実が必要です。
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６　高年齢者雇用
労働力不足や年金支給開始年齢の引き上げもあり、高年齢者の活躍が脚光を浴びて

いるものの、当事者からは体力的な苦痛も訴えられており、夜間作業の回数制限など

の負担軽減策が求められています。また、働く英気を養うために十分な休息をとれる

よう、勤務間インターバル制度の積極的な推進も必要です。さらに、育児・介護のた

めの短時間勤務者と合わせた働き方の見直しや、円滑な技術継承を推進するための教

育・訓練への有効活用など、有益な見直しを図る必要があります。

７　女性雇用
高年齢者の活躍と合わせて、女性の活躍も脚光を浴びています。従前から男性社会

として発展してきたＪＲ九州の女性進出は十分ではなく、女性用設備の整備が遅れる

などの課題もあり、女性が継続して就業できる環境整備が必要です。また、体力的な

差をフォローするため、新技術を活用した重労働の削減なども求めていく必要があり

ます。

８　教育訓練
高年齢者の大量退職時代が続くなか、技術継承をはじめとする教育訓練はますます

重要になっていますが、現場では若年層の長期研修等が要員を圧迫するなどの課題が

浮き彫りになっています。そのため、高年齢者の体力も考慮した有効活用策として、

若年層の教育期間中の現場フォローや蓄積された技術を効果的に継承するための訓練

の実施など、高年齢者雇用の課題と合わせた施策が必要です。

９　働く環境
働き続けるためには、ライフステージに合わせた対策が必要であり、労働組合とし

ても組合員の生活の維持・向上の観点からライフプランセミナーを開催する等、組合

員の生活向上に資する取り組みを行う必要があります。

 

10　ハラスメント対策
セクハラやパワハラをはじめとする各ハラスメントについては、大きな社会問題と

もなっており、被害者だけでなく、加害者を生まない対策として、組合員への啓蒙活

動を企画するなど、具体的な行動を行う必要があります。

11　賃金・人事昇進制度への対応
2007 年にスタートした現行の賃金・人事昇進制度は、導入から 10 年以上が経過し

ました。この間、若干の修正は行ってきているものの、時期を見据えた大幅な見直し

を検討する必要があります。したがって、この間検証してきた現行制度の課題等を踏

まえ、大幅なモデルチェンジに向けた検討を深めるとともに、具体的な課題について

はその都度改善するよう取り組む必要があります。
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12　適切な要員配置
適正要員の考え方については、労働組合にも具体的な考えがなく、「自然災害等の

33 発動以外は、基本的に所定労働時間内で処理できる要員」を軸として、ＪＲ九州

労組の考える「適正要員」を整理し要求する必要があります。

13　九州新幹線西九州ルートへの対応
九州新幹線西九州ルートに対しては、人材の確保・育成が急務ではあるものの、新

規採用者の確保に苦慮している実態を鑑みると、その要員は効率化施策等により生み

出されることも考えられるため、新幹線と在来線を総合的に勘案した人材育成・人事

運用が予想されます。

西九州ルートの部分開業までの期間は残り少なく、予想される課題を速やかに洗い

出したうえで、スピード感を持って対応する必要があります。

14　グループ会社との連携
グループ会社と一体となった業務運営の観点から、特定の地域に拠点を集中させる

のではなく、グループ会社と連携して保守拠点を設置することで、異常時の迅速な対

応を可能とする環境が必要です。

また、各系統において業務移管が進められていくなかで、本体とグループ会社の役

割分担を明確にするとともに、それぞれが身に付ける知識・技術を明確にし、実態に

即した合理的な教育体制の確立と、相互連携の仕組みを構築する必要があります。

Ⅳ　ビジョンの基本的な考え方

１　ビジョンの期間
本中期労働政策ビジョンは、ＪＲ九州労組が目指す労働条件の目標として示すもの

ですが、その目標は、日々刻々と変化していくものと捉えなくてはいけません。

時代の流れと共に組合員のニーズが変化するほか、法改正に伴う働き方の見直し、

経営状況の変化等を考慮すると、一定期間毎に見直しを行う必要があります。

したがって、本ビジョンにおいては、前ビジョンである「チャレンジ 2018」の翌

年となる 2019 年度から、一定の成果を残すための必要期間を５年間と考慮し、2023

年度までに達成すべき目標を示すこととします。

２　将来ビジョンの設定
組合員のニーズや要望については、先に述べた期間（５年間）で全てが実現すると

は現実的に考え難いものです。しかし、現時点でどのようなニーズがあるのか明確に

しなければ、中期的な目標に理解を求めるのは困難となります。

したがって、本ビジョンでは５年間の期間を設けながらも、将来、ＪＲ九州労組が
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目指し続けていく最終目標（将来ビジョン）を明示することとします。

３　具体的な中期目標の設定
先述した将来ビジョンの実現に向けて、2023 年度までの５年間で到達するべき具

体的な中期目標を提言します。なお、中期目標は具体的な数値目標や行動目標を設定

することとし、その実現に向けて全力で取り組むものとします。

４　検討項目に沿った検討課題の抽出
⑴　安全の確立

全ての基盤である安全の確立は、働き方や労働条件を検討するうえでも中心課題

となります。本ビジョンにおいて、あらゆる安全の確保を目指し、労働災害の撲滅

のみならず、安全衛生委員会やハラスメント対策についても考察し、組合員の心身

の安全について提言することとします。

⑵　ワーク・ライフ・バランス

仕事と生活の調査に資する労働条件の確立については、社会でも注目されている

テーマです。育児・介護のみでなく、病気治療やプライベートの充実を図ることが

求められていますが、大きな課題は労働時間ではないでしょうか。

本ビジョンでは、休日数や時間外・休日労働を含めた総労働時間の短縮を主眼に

置き、男女平等参画推進や多様な働き方に関しても提言することとします。

⑶　賃金制度・雇用制度

安定した生活を支えるためには、生活するために必要な賃金を確保するための賃

金制度が必要です。また、年金制度の変更も進められる中、年金支給開始年齢まで

の雇用の確保は、安心した生活を送るための大前提とも言えます。

本ビジョンでは、これまで目指してきた必達目標賃金や九州における必要生計費

への賃金水準の到達と雇用制度の見直しを軸に、昨今の働き方改革でも注目されて

いる不合理な待遇格差の是正等に対して提言することとします。

⑷　豊かな生活・働き方改善

組合員がより豊かな生活を送るためには組合員自身が健康であり続けることに加

え、将来を見据えたライフプラン設計や、それを支える福利厚生制度の充実が重要

となってきます。

また、時代や要望に合った働き方の見直しが社会の中でも進められており、時代

に合った柔軟な働き方や新技術に関する考察についても提言することとします。
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提言１　安全の確立

ＪＲ九州発足から 30 年余が経過しましたが、これまで列車衝突事故や列車脱線事

故など、多くのお客さまが怪我をされる事態を発生させてしまいました。私たちは、

これらの事故を教訓とし「安全は最も優先されなければならない」ことを学んできま

した。

鉄道運転事故の件数は、長期的に見れば減少傾向にあり、労働災害の件数について

も若干ではあるものの減少されています。

私たちは、「働く者の安全の確保が、鉄道全体の安全向上につながる」ものである

との認識に基づき、「すべてのＪＲ関係労働者の死亡事故・重大労災ゼロ」を目標と

してきましたが、残念ながらその実現には至っていません。

また、「ヒューマンエラーは結果であり原因ではない」ことを基本理念とし、人間

は必ずミスを冒すことを前提とした対策を講ずるよう提言もしてきました。

安全の確立は、ＪＲ九州の全ての基盤となるものであり、本ビジョンにおいて働き

方や労働条件を検討するうえでも中心的な役割を果たすものです。何よりも優先すべ

き安全の確立について、引き続き最重点課題として取り組む必要があります。

１　すべてのＪＲ関係労働者の死亡事故・重大労災ゼロ
⑴　死亡事故・重大労災の撲滅にむけた取り組み

先述したとおり、働く者の安全の確保が鉄道全体の安全向上につながるとの考え

に基づき、すべてのＪＲ関係労働者の死亡事故・重大労災ゼロの達成に向けて取り

組んできましたが、2015 年度及び 2016 年度にグループ企業において死亡事故を発

生させてしまったほか、重大労災については毎年のように発生しています。

私たちは、今一度、安全の大切さを考えなおし、痛ましい事故の撲滅を目指す必

要があります。

・死亡事故件数の推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ＪＲ九州労組による統計】
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・四大労災事故件数の推移「グラフ」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ＪＲ九州労組による統計】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【ＪＲ九州労組による統計】

⑵　万が一、重大労災が発生した場合のフォロー体制の強化

私たちの最終的な目標は「すべてのＪＲ関係労働者の死亡事故・重大労災ゼロ」

であるものの、万が一、重大労災が発生してしまった場合のフォロー体制を強化し

ておく必要があります。

受傷者は身体的に傷つくだけでなく、精神的にも大きな負担を受けるものであり、

重大労災により休業を余儀なくされた組合員の早期復帰を支援するため、心身の

フォロー体制を強化していく必要があります。

２　将来を見据えた技術者・指導者の育成
⑴　安全を支える技術の継承と身に付ける技術の明確化

技術継承については、ＪＲ九州発足以降、重要な経営課題であるとの認識のもと、

各系統において積極的な技術継承の推進に努めてきました。一方、効率化施策等に

よる社員数の減少が円滑な技術継承に支障しているほか、技術革新等により継承す

る技術にも変化が起きています。

安全を支えるためには、そこで働く組合員に十分な知識と技能が必要ではあるも

のの、グループ会社との業務の棲み分けや今後の技術革新等も踏まえ、身に付ける

べき技術を明確にしたうえで、世代交代を乗り越えていく必要があります。
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⑵　将来を見据えた人材の育成と指導者の育成

人材育成についても技術継承と同様の課題として取り組んできましたが、国鉄採

用の組合員が大量に退職するとともに、ＪＲ九州発足後数年間の採用抑制の影響も

あって、指導者の若年化が目立っています。新人・若手組合員への教育を充実させ

るためにも、指導者に対する教育の充実が求められています。

３　安全を支えるための適正な要員配置
⑴　異常時を想定した適正な要員配置

日本において労働者は労働基準法により保護されており、同法によると基本的な

労働時間は１日８時間、１週間 40 時間と規定されています。また、ＪＲ九州は同

法に基づき変形労働時間制を取り入れているため、１箇月以内の期間を平均して１

週間当たり 40 時間となる労働時間が設定されています。

本来であれば、これら法定労働時間の中で与えられた業務を遂行できる事が望ま

しいものですが、鉄道は公共事業であることから、列車遅延等の事態を想定した一

定程度の時間外労働は必要だと言えます。しかし、現場の実態は時間外労働を前提

とした業務量・要員配置になっているとの指摘がされています。

したがって、異常時の臨時的な業務のみを時間外労働で賄い、通常業務は法定労

働時間内で完遂できる体制を適正な要員と位置づけ、その実現に向けて、各種施策

の検証や業務の見直し等に取り組んでいく必要があります。

⑵　労使協議で確認された業務内容の点検

ＪＲ九州は発足以降、業務の見直しや効率化施策を繰り返し、経営状況を改善し

てきました。しかし、多数の施策をハイスピードで実施してきた結果、労使協議に

より確認した内容が、現場の隅々まで浸透できていない実態も見受けられます。前

述した適正要員にも影響する事柄でもあり、業務内容の点検による実態の改善を推

進する必要があります。

⑶　過去に実施された施策の検証と改善

これまで実施してきた効率化施策に対しては、実施後に課題を抽出したうえで、

必要な見直しを求めて協議してきました。しかし、毎年多数の効率化施策が実施さ

れることから、長期的な検証活動が出来ていないため、今一度、過去の施策の検証

を行ったうえで、必要な改善を求めていく必要があります。

４　ハラスメントの防止対策
ハラスメントは、被害者の人格を傷つけ、心身に大きな影響を及ぼす悪質な行為で

あり、決して許すことはできません。社会においてもハラスメントに対する意識は高

まってはいますが、簡単に撲滅できないのも事実です。セクハラやパワハラをはじめ

とするハラスメントは、その多くが、加害者が加害意識を持っておらず、その人の知
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識・見識により簡単に発生する恐れがあります。しかし、ハラスメントに対する正し

い知識を身に付けることで、ハラスメントの多くを防止することも可能です。

一方、被害者が被害を申告するためには大きな勇気が必要ですが、被害者が黙認を

続けることがかえって不利になるケースも報告されています。

2019 年６月には、パワハラ防止法が成立し、企業には相談窓口の設置やパワハラ

への対処方針の策定が義務付けられました。

これら法改正の趣旨も踏まえ、被害者が申告しやすい窓口作りと合わせ、ハラスメ

ントに対する正しい知識を醸成する機会の提供が必要となっています。

全てのハラスメントを撲滅するためには、被害者も加害者も生まない対策が必要で

すが、万が一、ハラスメントが発生した場合の被害者の心身のフォロー体制も充実さ

せていく必要があります。

５　安全衛生委員会の活性化
安全衛生委員会は、労働安全衛生法により、50 名以上の規模の事業場において設

置が義務付けられています。しかし、委員会の開催頻度や、開催内容に問題があると

言えます。

委員会に出席する労働者側委員、使用者側委員の双方が、お互いに遠慮することな

くホンネで議論できる環境が必要であり、今後も安全衛生委員会の徹底に努めていく

必要があります。

　【ビジョン及び目標】

【将来ビジョン】

● 「全てのＪＲ関係労働者の死亡事故・重大労災ゼロ」の継続達成

● 技術継承と人財育成の円滑な実施

● 法定の労働時間内で通常業務を完遂できる要員体制の確立

● 全てのハラスメント撲滅

【具体的な中期目標】

・期中の死亡事故の撲滅と重大労災の削減

・重大労災が発生した場合の心身のフォロー体制の強化

・グループ会社との役割分担及び身に付ける技術の明確化

・管理者教育の充実

・業務内容の点検と施策の検証による組合員の負担軽減
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・ハラスメントに対する理解促進

・安全衛生委員会の徹底と活性化

提言２　ワーク・ライフ・バランス

労働者が生きがい・働きがいを持って、活き活きと働くため、プライベートの充実

や育児・介護支援の必要性が高まり、仕事と生活の調和が求められるようになりまし

た。社会では、労働者の多様化も相まって、ニーズに合わせた働き方の多様化が急速

に進んでいます。

一例として、フレックスタイム制の導入は、育児世代にとって重要な制度となって

きたほか、テレワークについては、家庭への負担配慮や業務推進等にも役立っている

と言われています。

仕事と生活の調和に欠かせないのが、労働時間の存在です。限られた時間の中で業

務に充てる時間が長ければ、その分、生活に充てる時間が短くなり、その事が私生活

への負担につながっていきます。また、高年齢化も進む中で、仕事と病気治療との両

立も必要性が高まっており、労働時間短縮の必要性が訴えられています。

一方、私たちが安心して安定した暮らしを維持・改善していくためには企業の発展

も必要です。ＪＲ九州では、例年、要員減を伴う効率化施策を実施しており、これら

施策に対しては、「協力と対立」の精神のもと対応していますが、今後は、成果の配

分において、賃金改善のみならず、労働時間短縮に充てるような取り組みも必要です。

　

１　仕事と生活の両立支援
⑴　育児・介護や病気、加齢による機能低下と向き合える支援制度の拡充等

これまで、育児・介護休暇制度の拡充をはじめ、育児・介護を理由に退職した社

員の再雇用制度や、育児・介護休職取得者の仕事給昇給欠格条項適用除外など育児・

介護制度の改善を図ってきたところではありますが、職種やライフプラン、生活環

境に左右され、制度を「活用できない」「利用しづらい」といった声が寄せられて

います。

次世代育成支援については、こうした休暇制度はもとより、泊まり勤務や交代制

勤務など職種・業種に捉われず特殊な勤務形態でも育児をしながら働けるよう、引

き続き事業所内での保育施設の設置をはじめとする制度の創設・拡充が必要です。

加えて、不妊治療中の支援についても、有給休暇化を求め労使協議を行っています

が、不規則な勤務を行いながら不妊治療を行うことは、男性・女性双方に負担が大

きく、そもそも不妊治療に必要な「規則正しい生活」が確保しづらいことが課題で

はないでしょうか。したがって、不妊治療にあたっては医師による治療とあわせて、

妊娠を目的に一定の期間休暇を取得できる制度の新設を求める必要があります。

また、病気や加齢による機能低下により、休業や担務変更を余儀なくされ、働き

たくても働くことができないという環境に陥っている現状もあります。「職場に迷
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惑をかけた」と居場所を感じられず退職を選択する方や、職場の理解が乏しく治療

と仕事の両立が困難になっている方もいます。そうした方々が職場に居場所を感じ

られるよう、職場の理解を醸成する研修制度や、希望により軽微な作業や短時間勤

務、休日増などで働くことができる環境や制度を創っていく必要があります。

　　

⑵　年次有給休暇の取得率向上と積立保存休暇の改善

ＪＲ九州労組の年次有給休暇取得実績は、平均して 13.5 日に止まっており、取

得率が向上しているとは言えません。加えて、系統間による取得日数にも差異があ

り、労働者の権利である年次有給休暇が完全取得できていないことは看過できませ

ん。年次有給休暇が取得できない理由として、「病気や休業に備える」といった声

がある一方、「仕事が忙しい」「代わりがいない」等の声も挙げられており、ゆとり

ある要員配置も求めていく必要があります。

要員の確保については、人口減少・労働者不足という社会情勢を鑑み、単に労働

者を増員する方法だけではなく、ムダな作業やムリな仕事などを改善するとともに、

後述するＡＩやＩｏＴを活用した労働者の負担軽減策を示していく必要があります。

また、法改正により、2019 年４月から年５日の年次有給休暇を労働者に取得さ

せることが会社に義務付けられたことから、「年休取得時季に偏りはないか」「組合

員の意思を尊重しているか」等、その運用方法についても検証を行わなければいけ

ません。

さらに、年次有給休暇が完全に取得できていないことや病気や育児等に備えてい

ることも相まって、積立保存休暇もその多くが最大 40 日積み立てられています。

嘱託再雇用者は社員からの移行時に 20 日しか保持できないため、病気やケガに十

分備えることができているかとの課題もあります。引き続き、年次有給休暇の完全

取得ができる環境整備を前提に、嘱託再雇用者も失効した年次有給休暇を積立てら

れる制度の新設や、保存休暇の日数増、使用事由の拡大を求めていく必要がありま

す。

・ＪＲ九州労組組合員の年次有給休暇の平均取得日数

　　　　　　　　【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】
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２　年間総労働時間１，８００時間の達成に向けて
ＪＲ九州には 23 種類の勤務種別が設定されており、それぞれ労働時間が異なって

います。これまで、連合が目標とする年間総労働時間 1,800 時間の達成に向け、休日

増や１日平均労働時間の短縮にむけて取り組んできましたが、いずれの勤務種別にお

いても 1,800 時間を達成することができていません。

ＪＲ九州の休日数は年間 110 日ですが、完全週休二日制に盆時期の３日間を加えた

125 日を将来あるべき姿と捉えるとともに、健全な心身状態で就業ができるよう、育

児や介護、余暇などをも考慮した１日におけるワーク・ライフ・バランスの確保をよ

り深度化するため、「１日当たりの平均労働時間数」の改善が必要であり、年間総労

働時間 1,800 時間を長期的目標に見据え、本ビジョンでは「年間総労働時間 50 時間

削減」をめざして取り組む必要があります。

・ＪＲ九州における年間休日数の推移

年　月 1987.4 1989.4 1991.4 1993.10 1996.4 1997.11 2001.3 2011.4 2016.4

休日数 94日 95日 97日 104日 105日 107日 108日 109日 110日

【ＪＲ九州労組による統計】

・ＪＲ九州における勤務種別毎の１日平均労働時間と年間総労働時間の現状

勤務種別 日勤１種 日勤２種 交　代 変　形 乗務員

１日平均労働時間（時分） 7：33 7：35 7：35 7：30 7：07

年間総労働時間（時間） 1,925 1,933 1,933 1,912 1,814

【ＪＲ九州労組による統計】

・年間総労働時間 1,800 時間にむけた必要な労働時間短縮例（日勤２種）

　　 　労働時間

 休日数

7：35
（現行）

7：30 7：20 7：10 7：00

110日（現行） 1,934 1,913 1,870 1,828 1,785

111日 1,926 1,905 1,863 1,820 1,778

112日 1,919 1,898 1,855 1,813 1,771

113日 1,911 1,890 1,848 1,806 1,764

114日 1,903 1,883 1,841 1,799 1,757

115日 1,896 1,875 1,833 1,792 1,750

125日 1,820 1,800 1,760 1,720 1,680

　※　単位（時間）、網掛けは現行制度から 50 時間／年の削減

【ＪＲ九州労組による試算】
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・年間総労働時間 1,800 時間にむけた必要な労働時間短縮例（乗務員）

　　 　労働時間

 休日数

7：07
（現行）

7：02 7：00 6：50 6：40

110日（現行） 1,815 1,794 1,785 1,743 1,700

111日 1,808 1,787 1,778 1,736 1,693

112日 1,801 1,779 1,771 1,729 1,687

113日 1,793 1,772 1,764 1,722 1,680

114日 1,786 1,765 1,757 1,715 1,673

115日 1,779 1,758 1,750 1,708 1,667

125日 1,708 1,688 1,680 1,640 1,600

　※　単位（時間）、網掛けは現行制度から 50 時間／年の削減

【ＪＲ九州労組による試算】

３　長時間労働の是正
⑴　時間外・休日労働の適正な管理と運用

現代社会の消費者は、より高度なサービスを求め、企業はその消費者ニーズに応

えるために、安全性や快適性を向上させるべく活動をおこなっています。言うまで

もなく企業としての社会的責任も大きくなっていますが、これに比例するように労

働者の責任や負担も大きくなっています。

こうした労働者の責任や負担は、「働くこと」からゆとり・豊かさを奪い、長時

間労働という形でのしかかっています。長時間労働は仕事と家庭の両立を困難にす

るとともに、労働者のメンタルヘルス不調にもつながり、生活環境に大きく影響す

るものでありますが、ＪＲ九州においても系統、役職を問わず労働者の負担が大き

くなっており、系統別では鉄道事業部本所や工務、非現業が、等級別ではＭ１～Ｍ

３級が他系統・他等級と比較し長時間労働の傾向があります。

労働組合として、今後もＪＲＫ活動や安全創造取組発表会など、さまざまな活動

における発表会の開催方法の改善や長時間労働の削減と業務負担の軽減を求め、正

しい道を示していく必要があります。

また、ＪＲ九州労組は、2018 年７月に時間外労働の限度として、月 45 時間、年

間 360 時間とする「労働基準法第 36 条の規定に基づく時間外及び休日の労働に関

する協定」を会社と締結し、特別な事情が生じたときにさらに延長できる時間とし

て、月 35 時間、年間 180 時間を限度としました。この協定が確実に履行されるよう、

「賃金実態調査」や「総対話集会」等を活用しながら現場での検証活動にも取り組

んでいく必要があります。

私たちは、ヒヤリハットの現場対応等、長時間労働の常態化について職場の実態

を把握するとともに、前述したゆとりある要員確保と 36 協定における特別条項の

限度時間短縮に向けて鋭意努めていく必要があります。
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・ＪＲ九州労組における系統別の時間外・休日労働の実態

【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】 　　

・ＪＲ九州労組における等級別の時間外・休日労働の実態

【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】 　　
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・ＪＲ九州労組における時間外労働の限度時間

36 協 定
限度時間

１日 １箇月 １年間

基　　本 ８時間 45時間 360時間

特別条項 － ＋35時間　 ＋180時間　

計 ８時間 80時間 540時間

※　１箇月及び１年間の限度時間には、休日労働を含む

【労働基準法第 36 条の規定に基づく時間外及び休日の労働に関する協定】

・ＪＲ九州労組における時間外労働の実績と申請時間

2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

時間外労働実績 13.8 13.9 13.9 16.0 16.0

申　請　時　間 12.0 12.3 13.9 15.7 16.0

※　時間外労働実績は組合員からの申告に基づく

【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】

⑵　33 発動も含めた長時間労働の是正

近年、地震や台風、集中豪雨等の自然災害が多発する傾向にあり、これら自然災

害に対して労働基準法第 33 条が適用されることで長時間労働を生み出しています。

鉄道事業者として一定の災害復旧に対する時間外労働はやむを得ないと考えます

が、その適用の解釈にも疑問があり、長時間労働を更に助長されることに繋がって

います。

私たちは、連合や交運労協、ＪＲ連合などと連携して気象異常時等の災害危機を

未然に防ぐ新たな取り組みを引き続き求めていくとともに、労働基準法第 33 条の

適用範囲の限定化に取り組む必要もあります。こうした政治的政策課題の解決とと

もに、職場の実態把握に努めながら異常時に対応し得る必要な要員確保を会社に訴

えていく必要があります。

※参　考　【労働基準法第 33 条とは？】

災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要がある場合、

会社は行政官庁の許可を受けて、その必要の限度において労基法で定めた

労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる法律。
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事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、

事後に遅滞なく届け出ることとなっている。

⑶　勤務間インターバル規制（在宅休養時間）の拡大

１日の勤務終了後から翌日の勤務開始までの間に一定時間以上の休息時間（イン

ターバル）を確保する勤務間インターバル制度については、法改正により企業に努

力義務が生じるようになりました。

ＪＲ九州では、乗務員勤務制度に「在宅休養時間」が導入されていますが、法の

趣旨を捉え早期に拡大していく必要があります。

勤務間インターバル制度は、労働者の十分な生活時間や睡眠時間を確保する観点

から、時間外労働を行った場合に翌日の始業時刻を繰り下げるものとなります。た

だし、繰り下げた始業時刻により更に翌日の勤務に支障をきたすことも考えられる

ことから、繰り下げた時間については「労働したものとみなす」など柔軟な対応が

必要だと言えます。

【厚生労働省・勤務間インターバル規制】

４　男女がともに働きやすい環境の構築
⑴　女性が活躍できる職種・職場の拡大

1987 年の会社発足当時、社員数 15,000 名に対し 15 名程度だった女性労働者数は、

2018 年度初で 1,546 名となり、実に社員数の 17.5％を占めるまでになりました。

現在、様々な職種で女性が活躍していますが、働くことができる地域にも制限があ

るなど課題は山積しています。

大きな原因は、未だ全ての系統、全ての地域の設備において男女が共に働ける環

境整備が進んでいないことにあり、福岡都市圏を離れると女性寮はもとより女性ト

イレ、乗務員宿泊所などの設備がない箇所が多く見受けられます。

こうしたハード面だけでなく、制度やルールづくりなどのソフト面に関しても今

以上に整備が必要であり、管理者を含め会社全体の理解も深めていく必要がありま

す。

【例：11時間の休息時間を確保するために始業時刻を後ろ倒しにする場合】
８時

始業

始業

終業

※「８時～１０時」までを「働いたものとみなす」方法などもあります。

勤務終了

始業

始業

残業 休息時間（11時間）

残業 休息時間（11時間）

勤務終了終業

８時17時 21時 23時 10時

始業時刻を
後ろ倒しに
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結婚、出産後も活躍している女性社員が増えてきている中、今後同様に他職種・

職場に拡大していくことは必須であり、早急な整備が求められています。

⑵　性別に関係なく全ての労働者がともに働きやすい環境の構築

2018 年度の女性組合員アンケートによると、「ワーク・ライフ・バランスがとれ

ていない」と回答組合員は 32％にも達しており、職種間で数値にバラつきがある

ことも分かりました。また、その原因として「労働時間が不規則」「休みが取りに

くい」といった意見が上位を占めており、「労働時間が長い」といった意見が続い

ています。

鉄道業という特殊な勤務形態のＪＲ九州では、不規則な勤務を無くすことは難し

いですが、前述する労働時間の短縮をはじめ、自分に合った活用しやすい制度の新

設や管理者に対する学習会を開催するなど、その環境づくりが重要であり、「女性」

「男性」という性別に捉われない男女がともに働きやすい環境の構築が必要です。

・ワーク・ライフ・バランスに関するアンケート結果

※　数字は延べ人数、複数回答あり

【2018 年度女性組合員アンケート結果】

Ｑ　ワーク・ライフ・バランスはとれていますか？

その理由

（複数回答可）
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５　多様な働き方の導入
⑴　フレックスタイム及びテレワーク

フレックスタイム制は、あらかじめ定めた総労働時間の範囲で、日々の始業・終

業時刻、労働時間を労働者自らが決めることができる制度です。

一方、テレワークは、インターネットなどを活用し本来勤務する場所から離れて

自宅などで勤務する方法で、いずれも育児や介護はもとより多様な働き方を求める

観点では非常に有効な制度であると言えます。

社会でも徐々に認知され導入する企業が増えてきており、ＪＲ九州でも、2019

年７月からフレックスタイム制が一部の職場において試行的に導入されました。出

面勤務や深夜勤務など特殊な勤務体系を主とするＪＲ九州においては様々な課題が

あるものの、こうした柔軟に働くことができる環境を整えていく必要があります。

・フレックスタイム制度のイメージ

　　　　　　　　　　　　【厚生労働省ホームページ】

・テレワークのイメージ

　　　　　　　　　　　　【厚生労働省ホームページ】

AM
7:00
▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼ ▼

9:00

フレキシブルタイム

いつ出社してもよい時間帯 必ず勤務しなければならない時間帯 いつ退社してもよい時間帯

コアタイム コアタイム

労 働 時 間 帯

標 準 労 働 時 間 帯
（通常の労働者の所定労働時間帯）

フレキシブルタイム休憩

10:00 12:00 3:00 5:00 7:00
PM
1:00
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⑵　高年齢者と育児世代の活用策

高年齢者は加齢による身体能力の低下を訴え、休日増や労働時間の短縮を求めて

いる一方、育児世代は育児時間を確保するための労働時間の短縮を求めています。

これまで、一部の乗務員区所において、育児行路やシニア行路の設定が行われてき

ましたが、特定の労働者に優遇した行路が、他の労働者への負担増と繋がっている

とも指摘されています。しかし、高年齢者のニーズと育児世代のニーズを融合させ

る事で、これらの課題を解消することも可能ではないでしょうか。

例えば、育児世代は子どもの保育園の送迎等に必要な時間を求めており、この時

間帯に労働時間を短縮した高年齢者を活用するなど、嘱託再雇用制度と次世代育成

支援制度が連動した制度を確立することで、お互いのニーズに合った業務を行うこ

とができる可能性もあり、具体的に検討を深めていく必要があります。

　【ビジョン及び目標】

【将来ビジョン】

● ワーク・ライフ・バランスの実現

● 年間総労働時間 1,800 時間の達成

● 年間休日数 125 日の実現

● 36 協定における特別条項の撤廃

● 労働者のニーズにあった働き方の実現

【具体的な中期目標】

・育児・介護・病気・身体の機能低下と向き合える支援制度の拡充

・妊娠を目的とした休暇の新設など、休暇制度の改善

・年間総労働時間 50 時間削減（年間休日 115 日、１日平均労働時間短縮）

・ 36 協定における特別条項の時間短縮

・勤務間インターバル規制（在宅休養時間）の対象職種拡大

・フレックスタイム、テレワーク等の柔軟な働き方の導入拡大

・高年齢者及び育児世代の活用策の検討の深度化
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提言３　賃金制度・雇用制度

私たちは、この間、雇用の確保を大前提に、「協力と対立」の理念のもと、安全とサー

ビスを低下させない事を条件に会社施策に協力し、得られた成果の公正配分による賃

金や処遇改善を求め、組合員の生活の維持・向上に努めてきました。

雇用の確保とは、国鉄改革時に経験した雇用不安を二度と招かないという決意のも

と、組合員が安心して働き続けることが可能な環境整備であり、具体的には生活に困

ることのないよう安定した収入を得ることが出来る環境の確保です。したがって、年

金支給開始年齢が引き上げられれば、当然ながらその年齢までの雇用確保を求めるも

のです。

また、得られた収入が寡少であれば、生計が困窮し安定した生活を営むことはでき

ません。したがって、一定水準の月例賃金の確保は必要であり、これまでも賃金実態

調査等により状況を確認してきました。

さらに、雇用の多様化がもたらした雇用形態間の賃金格差をはじめ、合理的な処遇

改善が世間でも注目を集めており、ＪＲ九州においても、賃金項目毎の趣旨に沿った

均衡・均等待遇の合理性について点検し、不合理な格差は是正していく必要がありま

す。

１　年金支給開始年齢までの雇用の確保
⑴　年金制度の仕組み

公的年金制度は、私たちが人生を歩むうえで、自分や家族の加齢、障害、死亡等

の予測不能な様々なリスクに備えるための仕組みです。これには、個人だけでは限

界がある保障を社会全体で補うため、あらかじめ保険料を納め、必要なときに給付

を受けることができる社会保険となります。

もし、公的年金制度がなければ、私たちは親の老後を仕送り等で支えたり、自分

自身の老後に自分だけで備えたりする必要がありますが、経済情勢や社会の変化に

必ずしも個人で対応できていくか予測ができません。個人貯蓄の為の生活制限や、

家族や子どもに頼ることが出来ないなどのリスクを、社会全体で対応することで、

生涯を通じて保障を実現するためのものと言えます。

⑵　年金制度の展望

昨今の急速な少子高齢化により、制度を持続的で安心できるものとするための年

金財政の仕組みが導入されています。具体的には、保険料水準を固定することで給

付と負担の変動に応じ、給付水準を自動的に調整する仕組みを導入しています。し

かし、これらの取組みには、公的年金制度の前提となる経済や社会に寄与する労働

意欲の高い高年齢者や女性が社会で働くこと必要であり、社会保障の担い手を増加

させることが重要です。
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⑶　年金支給開始年齢の引き上げ

財務省の財政制度等審議会の財政制度分科会において、「支給開始年齢を 68 歳ま

で引き上げる」という趣旨の検討がなされています。これは、少子高齢化に伴う生

産年齢人口（15 歳～ 65 歳）の減少を見据え、高齢就労の促進による給付保険料の

増加分から受給水準の更なる上昇を目指すものと考えられます。

この検討の背景には、2035 年の人口ピラミッドにおける団塊ジュニア世代の生

産年齢から前期老年人口への移行が影響しています。日本の年齢構成上、団塊ジュ

ニア世代が最も多いことから、年金受給者が急増し生産年齢人口が減少し続けるた

め、団塊ジュニア世代の支給開始を遅らせることで年金制度を維持させる考えです。

・2035 年の人口ピラミッド

【国立社会保障・人口問題研究所】

⑷　年金支給開始年齢引き上げまでの雇用確保

国の制度は社会福祉の必要性や経済情勢により変化するものであり、企業や個人

は変化に備えておく必要があります。例えば、確定拠出年金（iDeCo）、つみたて

NISA など、老後の生活資金の上積みを検討することは、昨今の情勢では必然と言

えます。

年金の支給開始年齢が引き上げられると、より長い期間での就労が必要であるこ

とは言うまでもありませんが、厚生年金の 18.30％は労使で折半しているため、引

き上げによる負担は労使にのしかかる形になります。また、65 歳以降も働き続け

ることが可能な制度が実現したとしても、身体の不調や労働条件等は現行制度を延

長にするには支障があります。嘱託再雇用制度で就労期限を延長した場合は、労働

契約法での反復更新期間の５年を超えるため、無期雇用契約の検討や同一労働同一

賃金の観点から年間休日数の増、労働時間短縮等の検討が必須と言えます。

また、注視すべきは高年齢雇用継続給付で、60 歳前後の各月賃金の低下率を継

続するのか、低下率 61％以下の場合に支給される 15％の給付が見直されるのか、

いずれにしても制度設計の大きな要点になってきます。

労働者の生活のための雇用継続か、年金のための雇用継続か、両天秤が労働者と
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企業に突き付けられており、単純な労働力の搾取にならぬよう、将来設計とあるべ

き働き方について組合員全員で検討していく必要があります。

⑸　定年退職後の継続雇用の考え方

定年後の継続雇用の考え方については、2012 年の高年齢者等の雇用の安定に関

する法律（通称：高年齢者雇用安定法）改正により、65 歳までの希望者全員の再

雇用を企業に義務付けられました。ＪＲ九州においては 2010 年度より乗務員に対

して嘱託再雇用制度が確立され、2022 年には同制度が全職種に拡大し、現在に至

っています。

定年退職後の継続雇用については、前述の年金制度とも大きく関連し、定年退職

者の生活設計、特に年金支給開始年齢までの安定的な収入を確保する意味からも必

要な制度です。

また、昨今の労働市場の動向を見ると、急激な少子高齢化により有効求人倍率は

1.63 倍（2018 年）と１倍を大きく上回っており、人材を確保することが非常に難

しくなっています。高年齢者の定年退職後の継続雇用については、企業の雇用確保

の観点から深刻な人手不足を解消する有効な手段と認識されており、60 ～ 64 歳、

65 ～ 69 歳、70 ～ 74 歳では、10 年前の 2007 年の就業率と比較して、2017 年の

就業率はそれぞれ 10.7 ポイント、8.5 ポイント、5.5 ポイント伸びています。

一方、非正規の職員・従業員比率を見てみると、男性の場合、非正規の職員・従

業員の比率は 55 ～ 59 歳で 12.2％ですが、60 ～ 64 歳で 52.3％、65 ～ 69 歳で

70.5％と、60 歳を境に大幅に上昇しており、安定的に雇用が確保されているか疑

問は残ります。

ＪＲ九州においては定年退職後に嘱託再雇用として雇用され、これまでに培った

経験を活かし、非常に貴重な人材として活躍していますが、１年毎の契約更新とな

っており、労働条件などは現役とほとんど変わらないため、加齢に伴う身体能力の

低下等により５年間働き続けられないことも懸念されています。また、東京労働局

が公表している年代別の労働災害年千人率でも 30 歳代と比較して 60 歳代は約３倍

と高い数字となっており、身体能力の低下を前提とした、安定的で安全な高年齢者

用の働き方を検討する必要があります。
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・労働力人口の推移

【総務省「労働力調査」】

・年齢別雇用形態別雇用者数及び非正規雇用者率（役員を除く）

【総務省「労働力調査】

・年代別年千人率（死亡＋休業４日以上）

　　　　　【東京労働局「高年齢労働者の安全と健康」】
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資料：総務省「労働力調査」
（注1）「労働力人口」とは、15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせたものをいう。
（注2）平成23年は岩手県、宮城県及び福島県において調査実施が一時困難となったため、補完的に推計した値を用いている
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非正規の職員・従業員の割合（右目盛り）

その他
嘱託
契約社員
労働者派遣事業所の派遣社員
アルバイト
パート
正規の職員・従業員

非正規の職員・従業員

資料：総務省「労働力調査」（平成29年）

年千人率：労働者1000人当たりの1年間の死傷者数（死亡＋休業4日以上）をいい、
次の式で計算します。
年千人率＝（1年間の死傷者数÷1年間の平均労働者数）×1000

0
0.5
1
1.5
2
2.5
3
3.5

29歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

労働者数は、総務省統計局［就業構造基本調査－平成24年］の役員を除く東京の雇用者数
死傷者数は、東京労働局［労働者死傷病報告－平成26年］
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２　毎月の生計費を月例賃金で賄える水準への到達
⑴　55 歳以降の基本給支給率の撤廃

2018 年度賃金実態調査結果によると、50 歳～ 54 歳が賃金のピークであり、その

後、賃金が減少している実態が改めて明らかとなりました。

これは、日本が定年を前提とした年功序列型の賃金制度を長く続けてきた中で、

「高年齢者雇用安定法」が 1986 年に改正され、定年が 55 歳から 60 歳へ伸びたこと

が主な要因です。高止まりした高所得の従業員をそのまま５年間延長して雇用し続

けることは企業にとっての影響が大きく、苦肉の策として所得の減額を実施した背

景があります。

ＪＲ九州においても、55 歳以降の基本給支給率については、55 歳と 57 歳の２段

階減額となっていましたが、2016 年度労働協約改訂交渉において、57 歳以降を段

階的に見直す経過措置が設けられ、２段階減額を１段階とすることが出来ましたが、

依然として 55 歳を頂点とした賃金制度となっています。

これまでの労使交渉により、55 歳以降の基本給支給率は改善されていますが、「同

一価値労働・同一賃金」の観点や、賃金の減額が家計収入に直接大きな影響を与え

ることから、当時の 55 歳定年を前提とした制度ではなく、基本給支給率 100％が

当然として改善を求める必要があります。

2018 年度賃金実態調査結果では、55 歳時点が指標 82 と前年の 79 から改善され

ているものの、依然として必達目標賃金との差が最も大きく、改善は急務となって

います。

また、地域社員については、有期雇用から無期雇用（定年 60 歳）に雇用制度が

変更となるなど勤務制度の改善が図られてきました。賃金制度についても、各種手

当の新設などが実施されている中、2019 春闘において基本賃金の大幅な増額が図

られました。

前述している賃金実態調査結果については社員を対象としたものですが、今後は、

ＪＲ九州で長く働く地域社員の賃金実態についても調査・検証が必要です。
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・賃金実態調査結果と必要生計費の比較

　　　　【賃金実態調査結果及び賃金決定のための物価と生計費資料（労務行政研究所）を基に推計した結果】

・57 歳以降の基本給支給率

2018年度
初年令

年　度

2018 2019 2020 2021 2022 2023

59歳 76.9%

58歳 77.2% 78.2%

57歳 77.6% 78.6% 79.5%

56歳 78.1% 79.1% 80.0% 80.0%

55歳 79.7% 80.7% 80.7% 80.7%

54歳 81.4% 81.4% 81.4% 81.4%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【2016 年度労働協約改訂】

⑵　生計費と賃金実態との継続検証

生計費と賃金実態調査の結果については、これまでも比較を行い、「必達目標賃金」

（全産業 1,000 人以上規模の中位数（Ｑ２））達成に向けた分析を行ってきました。

2018 年度賃金実態調査結果では、45 歳ポイントまでは賃金が生計費を上回ってい

ますが、それ以降については賃金が生計費を下回っています。そのため、中高年層

については、生計費の不足分を賞与や貯蓄等で賄っていることが想定され、特に中

高年層の賃金の引き上げを求めていく必要があります。

⑶　必達目標賃金への到達に向けた取り組みと課題

2018 年度賃金実態調査結果と 2013 年度賃金実態調査結果を基に必達目標賃金を

比較すると、全年齢でわずかながら増加しています。しかし、賃金実態は各年齢層

賃金実態調査結果と必要生計費の比較
450

400

350

300

250

200

150

100

25歳

賃金実態（2013）

必達目標賃金（2018）

賃金実態（2018） 必達目標賃金（2013）
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で増減しており、全体的な賃金の底上げに至っていないことが見てとれます。

必達目標賃金への到達のためには、前述したとおり全体的な賃金の底上げが必要

です。具体的な提言のために各系統の年齢別の賃金実態を見ると、一部については

必達目標賃金を上回っていることが確認できますが、各系統間において差異が発生

していることが分かります。各年齢ポイントでの系統間で 20％程度の賃金差が明

らかになっています。

系統ごとの賃金を分析すると、必達目標賃金へ到達状況は様々であり、前者の賃

金を維持しつつ、後者の賃金を底上げすることが必要です。

また、賃金実態調査で把握している時間外労働の各系統の平均値は約 16 時間で

すが、時間外労働時間が多い系統と少ない系統があることが分かります。基本的に

は所定労働時間内で業務を終わらせるべきであり、時間外労働の削減を求めていく

ものですが、それに伴い、超過勤務手当が減少し、家計の影響を与えることに留意

する必要もあります。

ＪＲ九州においては、45 歳ポイントまでしか生計費を上回っていないため、不

足する生計費等を賄うために時間外労働を行わなければならない賃金制度とならな

いよう注意する必要があります。

・各系統の時間外労働の実績

系　統 時間外労働（１箇月平均）時間

駅（営業） 18.2

駅（運転） 10.7

車　掌（在来線） 5.3

車　掌（新幹線） 3.2

運転士（在来線） 4.6

運転士（新幹線） 4.3

車　両 14.9

施　設 22.7

電　気 24.0

非現業 20.9

鉄道事業部（本所） 26.3

病　院 13.2

指　令 15.2

　　　　　　　　　　　【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】
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・2018 年度賃金実態調査結果（全体・系統別）

2018年度 25歳 30歳 35歳 40歳 45歳 50歳 55歳

必達目標賃金 229,800 275,000 323,400 349,300 377,700 409,000 427,400

差額 8,400 6,200 12,400 9,300 ▲ 2,700 3,500 ▲ 3,600

ＪＲ九州
（全体）

実額 215,436 264,381 323,164 357,238 364,333 384,418 350,823

差額 ▲ 14,364 ▲ 10,619 ▲ 236 7,938 ▲ 13,367 ▲ 24,583 ▲ 76,577

駅
（営業）

実額 198,177 237,774 317,617 337,172 339,421 328,118

差額 ▲ 31,623 ▲ 37,226 ▲ 5,783 ▲ 12,128 ▲ 38,279 ▲ 99,282

駅
（運転）

実額 220,864 260,813 337,683 340,189 333,110 331,114

差額 ▲ 8,936 ▲ 14,187 14,283 ▲ 9,111 ▲ 44,590 ▲ 96,286

在車掌
実額 218,075 251,606 290,661 354,894 381,512 323,431

差額 ▲ 11,725 ▲ 23,394 ▲ 32,739 5,594 3,812 ▲ 103,969

幹車掌
実額 281,208 322,415 371,280 364,069

差額 6,208 ▲ 985 21,980 ▲ 63,331

在運転士
実額 244,008 279,944 331,259 365,297 391,652 366,890

差額 14,208 4,944 7,859 15,997 13,952 ▲ 60,510

幹運転士
実額 291,064 366,469 392,249

差額 16,064 43,069 42,949

車両
実額 207,794 246,750 276,352 310,876 319,084 309,327

差額 ▲ 22,006 ▲ 28,250 ▲ 47,048 ▲ 38,424 ▲ 58,616 ▲ 118,073

施設
実額 200,866 251,581 320,972 351,393 365,483

差額 ▲ 28,934 ▲ 23,420 ▲ 2,428 2,093 ▲ 61,917

電気
実額 203,014 245,905 316,748 347,331 346,350

差額 ▲ 26,786 ▲ 29,096 ▲ 6,652 ▲ 1,969 ▲ 81,050

非現業
実額 233,243 264,023 324,583 369,174 392,858 434,012 359,835

差額 3,443 ▲ 10,977 1,183 19,874 15,158 25,012 ▲ 67,565

鉄事本所
実額 205,439 233,629 333,658 345,105 288,053

差額 ▲ 24,361 ▲ 41,372 10,258 ▲ 4,195 ▲ 120,947

病院
実額 243,425 246,643 285,675 328,283 323,953 391,700

差額 13,625 ▲ 28,358 ▲ 37,725 ▲ 21,018 ▲ 53,748 ▲ 17,300

指令
実額 218,629 264,602 326,572 357,199 421,633 373,839

差額 ▲ 11,171 ▲ 10,398 3,172 7,899 43,933 ▲ 53,561

系統間差 差額 45,831 57,436 90,116 81,373 102,549 145,959 64,512

【ＪＲ連合・ＪＲ九州労組による賃金実態調査結果】
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３　将来を見据えた新たな賃金・雇用制度の検討
⑴　賃金・人事昇進制度の検証と課題

現行の賃金・人事昇進制度は、2007 年度より開始され、一部は改正が行われて

きました。この間、賃金・人事昇進制度の具体的な検証を行ったうえで、課題の解

決を行うため会社と協議を実施しているものの、現時点、大きな見直しをするには

至っていません。

前述した系統間の格差是正の手段として手当の増額などがありますが、諸手当は

必ずしも支給される賃金ではないことから、安定した収入を得るためには基本給を

はじめとする基準内賃金の増額が必要であり、抜本的な制度の見直しを検討する必

要があります。

また、都市手当については、物価等の地域差による生計費の差の影響等を勘案し

支給するものであすが、物価等の地域差は居住地に対して影響するものであり、勤

務地に対して支給される現行制度は、手当の趣旨からしても不合理であると考えら

れます。

労働人口減少を見据えた企業間での採用競争も激化し、近年では高年齢者のみな

らず、働き手として最も重要になる 30 代での離職にも歯止めがかかっていません。

賃金や労働条件の改善による組合員への成果の配分が企業の発展につながることは

明白であり、人への投資により企業の発展に資する賃金制度が必要ではないでしょ

うか。

また、将来に目を向けると自動化やＡＩ・ＩｏＴ、ＲＰＡ（※）など、業務が人

からモノへ移り変わる時代が想定されています。これらの環境を踏まえると、省力

化を実施し効率的に業務を行うことは必須でありますが、機械で実施する方がメリ

ットの多い業務と、人でしかできない業務と区別したうえで実施することが必要で

す。単純な入力などの分野はミスなく正確に実施できる機械の方が有利だと考えら

れますが、応用力が必要な分野については人が実施した方が良いことも多くありま

す。将来、機械化・自動化が進んだ際には、人が提供する労働の価値が飛躍的に向

上することが想定され、それらの対価をしっかりと求めていくことが必要です。

※参　考　【ＲＰＡとは？】

ホワイトカラーのデスクワーク（主に定型作業）を、パソコンの中にあ

るソフトウェア型のロボットが代行・自動化する概念。

⑵　雇用制度に合致した退職手当制度

退職手当制度については、ＪＲ九州発足時に第二基本給が導入され、退職手当支

給額は年々低下する傾向にあります。国鉄採用者はＪＲ発足時から第二基本給が積

み上げられていますが、ＪＲ採用者は入社時から第二基本給が積み上げられており、

ＪＲに努めた期間が長いほど退職手当算定基礎額が低下することとなります。現在、
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ＪＲ九州では、第二基本給は年令給昇給及び仕事給昇給額の 40％を占めていますが、

ＪＲ他社と比較するとその割合が大きくなっています。また、退職手当支給率につ

いては、勤続 37 年で上限となるよう設定されていますが、これは 55 歳定年に基づ

いて設定されたものであり、現行の 60 歳定年や、今後想定される定年延長に備えて、

支給率を見直す必要もあります。

退職手当は、一般的には「賃金の後払い要素」と「功労報奨要素」が存在すると

されており、定年が延長されるのであれば、両要素とも増額されることが適正と言

えます。

　【ビジョン及び目標】

【将来ビジョン】

● 月例賃金の継続的な向上（同一労働同一賃金）

● 年金支給開始年齢までの確実な雇用の確保

● 雇用形態や職種にとらわれない合理的な処遇の確立

● 賃金・人事昇進制度の見直し

● 雇用制度に見合った退職手当制度の確立

【具体的な中期目標】

・全年齢層での必達目標賃金への到達

・ 55 歳以降の賃金支給率の改善

・合理的でない待遇格差の是正

・退職手当制度の改善

提言４　豊かな生活・働き方改善

組合員が豊かに生活していくためには、組合員の健康増進が最も重要であると言え

ます。働き方が改善されたとしても、個人により負担の差があり、健康診断や人間ドッ

ク等により心身の健康状態を定期的に確認していくことは必要です。

また、福利厚生制度の充実により、ライフステージに合わせた生活支援を行うこと

で、組合員の豊かな生活をサポートするとともに、自己実現に向けた積極的な支援が

必要です。
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１　組合員の健康増進対策の強化
⑴　生活習慣病、メンタルヘルスへの対策強化

生活習慣病は、今や健康長寿の最大の阻害要因となっています。その多くは、不

健全な生活の積み重ねによって内臓脂肪型肥満となり、これが原因となって引き起

こされるものですが、これは個人が日常生活の中での適度な運動、バランスの取れ

た食生活等を実践することによって予防することができます。

厚生労働省が推進する生活習慣病予防対策としては、運動施策の推進、栄養・食

育対策、たばこ対策、アルコール対策、睡眠対策、女性の健康づくりがあげられて

います。ＪＲ九州としても生活習慣病予防対策として、定期健康診断、産業医面談・

保健指導、特定保健指導、人間ドックの４つの項目を推進しており、ＪＲ九州労組

としても、これらの受診率向上に向けた取り組みを会社と一体となって推進してい

く必要があります。

特に人間ドックは、ジェイアール健康保険組合が主体となり受診率の向上に努め

ていますが、40％程度に止まっています。ＪＲ九州では、ＪＲ九州病院での受診特

典やオンライン申込みなどにより受診率向上を図っていますが、受診対象医療機関

の減少や医療機関による受診項目・特典が異なることも受診率が伸び悩む要因のひ

とつと考えられます。

2019 年度に入り、九州内において多くの受診対象医療機関が拡大されましたが、

受診率の向上に直接影響するかは、今後の推移を注視する必要があります。受診率

向上に対する方策としては、受診対象医療機関の更なる拡大や診断項目の拡大、産

婦人科検査料の補てんをはじめとした受診に対する選択肢の拡大等、制度や受診方

法等の運用に対する広報活動が必要です。

また、被扶養配偶者の人間ドック受診が日帰り 5,000 円で受診できるのが 35 歳

以上３歳毎であることや、34 歳未満が割安で受診できる制度がないことから、人

間ドックに関する制度の改善も求められています。

メンタルヘルスに関しては、厚生労働省の発表によると、仕事や職業生活に関す

ることで強い不安、悩み、ストレスを感じている労働者の割合は、55.7％であり、

依然として半数を超えています。

しかし、職場に存在するストレスの要因は、組合員自身の力だけでは取り除くこ

とができないものも多くあることから、組合員の心の健康づくりを推進していくた

めには、職場環境の改善を含め、メンタルヘルスケアの積極的推進が重要であり、

組織的かつ計画的な実施が求められています。

ＪＲ九州では、年１回のストレスチェックが実施されており、自身が自覚してい

ないストレスを数値化し、心身状況を把握することができることから、一定の成果

があると考えられます。引き続き、ストレスチェック受検率 100％を目指し、組合

員に対して受検の慫慂を組合側からも働きかけていく必要があります。

さらに、教育・研修を実施し、職場内でメンタルヘルスに関する理解を深めたう

えで、職場内コミュニケーションの一環として、フィードバック面談や安全衛生委



－ 47 －

員会の活用はもとより、組合員が職場の上司や同僚と意志疎通を図るため、事業所

懇談会等のコミュニケーションツールの設置や匿名性の高いインターネット等を活

用した窓口の新設が望まれています。　　　　　

⑵　ライフプランの確立支援

就職後、長期にわたりＪＲ九州の社員として過ごすうえで、結婚、出産、育児、

住宅購入等、様々なライフイベントに遭遇します。その中で、組合員が豊かな生活

を送るためには、それぞれの異なるニーズに応じたライフプランの設計と老後を見

据えた資産形成を行っていくことが重要になります。

ライフプラン設計や資産形成に当たっては、会社も様々な制度を整備しているほ

か、ＪＲ九州労組も会社と同様に、組合員の生活の向上に資する制度を取り入れて

います。しかし、これら制度を熟知する事は難しく、組合員が自分に必要な制度を

把握し、豊かで安定的な暮らしを営むため、労働組合として組合員の生活の維持・

向上を図る観点からライフプランセミナー等の時期を捉えた開催が必要となってき

ます。

２　豊かな生活を支える福利厚生制度等の充実
⑴　社宅、寮のリニューアル推進

社員に対する福利厚生制度の一環として、各地に社宅が整備されています。しか

し、老朽化が著しい施設も多く、リニューアルや増改築が十分であるとは言えませ

ん。更に、使用料において年齢及び居住年数に応じて加算される係数についても、

高年齢者になるほど負担が大きくなっており、基本給支給率が低下する 55 歳以降

の組合員の生活が圧迫されるなど、改善が求められています。

独身者や単身赴任者に対する居住施設としては、社員寮が整備されていますが、

吉塚寮をはじめ、新築やリニューアルといった整備が進んでいる一方、女性寮はい

まだに不足しており、長距離通勤を余儀なくされているケースもあることから、防

犯設備等を含めた整備の拡大が急務となっています。

また、寮・社宅駐車場料金については、近隣の駐車場料金との整合性により設定

されており、寮使用料と駐車場料金を合わせれば、資産形成が必要な若手組合員に

とって大きな負担となっています。

地域社員や嘱託再雇用社員に対しては、住居に対する支援制度はありませんが、

地域社員については、自宅からの通勤が前提となってはいるものの、若年層では住

宅を所有していることは皆無であるほか、家族の所有住宅に必ずしも居住できると

は言えず、住居に必要な費用が大きな負担となっています。嘱託再雇用社員におい

ても、勤務地が必ずしも生涯の居住地であるとは限らず、転勤等の発令を受ける可

能性もあるほか、賃貸住宅にかかる費用が生活に対して大きな影響を与えています。

また、勤務箇所の最寄りの寮に入れず、近隣の賃貸住宅に居住する事も散見され

るなど、寮・社宅に関する課題は山積しており、住宅援助金制度と合わせた総合的
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な見直しが必要です。

　【社宅使用料金】

・使用料金算出　社宅基本料金×構造別建築面積×（1 - 逓減率）×年齢係数

・基本料金（円 /㎡）

構造規模 地域区分 50㎡未満 50～65㎡ 65～80㎡ 80㎡以上

CB
指 定 地 域 218 265 345 400

その他地域 193 232 303 352

RC
指 定 地 域 243 294 384 445

その他地域 214 259 338 391

※指定地域は福岡市、北九州市及び首都圏等　　

・逓減率

経 過 年 0～15年 16～25年 26～35年 36～45年 46年～

逓減率（％） 0 5 10 15 20

・年齢係数

年齢・居住期間
40歳以上

かつ10年以上
45歳以上

かつ10年以上
51歳以上 55歳以上

年齢係数 1.3 1.5 2.0 2.5

　

　【寮使用料金】

・使用料金算出　寮基本料金×一人当たりの居住専用面積＋設備加算額

・基本料金（円 /㎡）

地域区分 基本料金

指定地域 320

その他地域 284

・設備加算額（円）

設　備 加算額

居室内にバス・トイレが付いている 500

居室内に炊事設備が付いている 500
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　【社宅・寮駐車場料金】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（円）

社　宅 寮 料　金

西新(※)、長崎、大分 美野島、長崎 5,000

大里、折尾、香椎鎧坂、雑餉隈、小笹、

南福岡、香椎水谷、佐賀、日進、島崎、

西熊本、鹿児島、宮脇町

門司、小倉、折尾、佐賀、

早岐、中津、大分、熊本、

鹿児島、宮崎

3,000

志免霞ヶ丘（※）、千鳥、鳥栖、加布里（※）、

唐津、早岐、滝尾、二本木

鳥栖、唐津、佐伯、吉松、

南延岡
1,000

※募集停止となっている社宅

⑵　通勤制度の見直し

職場の統廃合をはじめ、会社施策の推進により遠距離通勤を余儀なくされている

組合員も多く、やむを得ず退職する実態もあることから、遠距離通勤者を支援する

制度が必要です。

現行のモニター制度は条件が厳しいこともあり、通勤制度の抜本的な見直しも検

討する必要がありますが、自由に特急通勤を行う場合には、組合員の経済的負担が

増加する恐れがあり、モニター制度の改善と合わせた遠距離通勤制度の実現など、

通勤支援制度の充実を図る必要があります。

⑶　持ち家制度による不合理の解消

現在の持家制度は、取得一時金及び付加給付により構成されていますが、転勤の

発令に伴い通勤不可能なエリアへ異動となった場合は、勤務箇所最寄りの寮又は社

宅に入居することは可能であるものの、社宅等の使用料と合わせて持家のローンを

支払う二重支出となってしまいます。更に、所有住宅援助金対象者は賃貸住宅援助

金の支給要件を満たさないため、転勤に伴い社宅へ入居できない場合、全額自己負

担で民間の賃貸住宅に入居するしかありません。

したがって、持家制度の推進に対する不合理解消のためにも、住宅援助金支給要

件の見直しを含めた住宅支援制度そのものの改善が必要です。

３　第四次産業革命への対応
⑴　ＡＩ、ＩｏＴを活用した労働力の機械化・自動化に対する基本的な考え方

ＡＩやＩｏＴを活用した技術革新は、組合員の働き方の見直しのほか、今後不足

する労働力の代替としても注目されており、避けては通れないものとなっています。

自動車の自動運転をはじめ、ＪＲ東日本では山手線において自動運転の実証実験

が始まりました。ホテルの受付やスーパーのレジにおいても無人化は進み、家庭用

電化製品でも当たり前のように自動化技術が導入されています。このような現状を
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鑑みると、これら技術革新の波は、今後益々加速するものと想定できます。

会社は、「ＪＲ九州グループ中期経営計画 2019‐2021　次の『成長ステージ』に

向けて」において、生産性の向上を目指し「アシストマルスの導入」「自動運転の

実証実験」「ドローン、ロボットを活用した保守検査」など、技術革新を活用した

施策に取り組む姿勢を示しています。

これら施策が、労働力不足の解消や社員の負担軽減に資する施策になるためには、

やみくもに新技術を導入するのではなく、基本的な考えを持って導入を検討する必

要があり、私たちの求める新時代の働き方を早急にまとめる必要があります。

基本的には、「雇用の確保」「安全とサービスの維持向上」という前提を踏襲し、

人と機械が共存することにより労働条件が改善されるなど、「労働者がより高い報

酬を享受できる」「労働者にとって働きやすく、負担が軽減される」ことを念頭に

置き、技術革新にしっかりと向き合っていく必要があります。

また、機械故障や自然災害の発生といった異常時には、人間の力で対応しなけれ

ばならないことも多く残るものと考えられ、機械が完全にブラックボックス化して

しまわないよう、人の手による技術も並行して継承していく必要があります。

ＡＩ、ＩｏＴは万能ではない事を肝に銘じ、人と機械のあるべき組み合わせを過

去の経験や教訓から見出していくことが重要です。

⑵　具体的な対応方法

ＡＩ、ＩｏＴの進化により、仕事におけるスタイルも多様化し、フレックスタイ

ム制の拡大やテレワークなどの導入も考えられ、これらに対応するために勤務制度

の見直しも求められます。更に、ＡＩ、ＩｏＴの導入に伴い仕事で求められるスキ

ルも大きく変わることから、知識や技術を得るための教育が今後重要になってくる

と考えられます。

具体的に導入する新技術については今後検討されることとなりますが、働き方の

改善といった観点から、単純作業や危険な作業を新技術が担うことで組合員の負担

軽減を図るほか、新技術の導入によって得られた成果については、公平に組合員に

配分できるよう春闘等の労使交渉を強化する必要があります。

　【ビジョン及び目標】

【将来ビジョン】

● 組合員の心身の健康増進対策の充実

● 組合員のライフプランの確立

● 福利厚生制度の充実
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● 柔軟な通勤制度の実現

● 人と機械の共存による柔軟かつ充実した働き方の実現

【具体的な中期目標】

・人間ドッグ、特定保健指導、ストレスチェック等の受診率向上

・ライフプランセミナーの開催

・社宅・寮のリニューアル推進

・住宅支援制度の改善

・新技術に対する教育の充実

・単純作業や危険な作業の機械化・自動化の推進


